



















































































































































Fig. 1 農村生態系の変質とその要因 
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Fig. 1 農村生態系の変質とその要因 




































































































Fig. 2 農業農村整備事業後の水田におけるカエル類の減少要因 
 Factors causing decrease in frog populations after land improvement projects 
移動対策の例
















結果（Watabe et al.，2012），トウキョウダルマガエルは 30a
区画の水田での出現率が低く，ニホンアカガエルおよびシ








































































































とした。III 章および IV 章では，トウキョウダルマガエル
（Fig. 3 の a）およびニホンアカガエル（Fig. 3 の b）に対
象種を絞って，実験および個体群動態のシミュレーション
 
a トウキョウダルマガエル  b ニホンアカガエル 
 
Fig. 3 トウキョウダルマガエルおよびニホンアカガエル 
The Tokyo Daruma Pond Frog and the Japanese Brown Frog 
 
Table 1 農村地域に生息・繁殖するカエル類 
Native frog species living and reproducing in rural areas 
種  名 学  名 主な繁殖場 非繁殖期の主な生息場 
アズマヒキガエル Bufo japonicus formosus  水田，水たまり，ため池 樹林，人家の庭 
ニホンヒキガエル B. j. japonicus  水田，水たまり，ため池 樹林，人家の庭 
ニホンアマガエル Hyla japonica  水田，水たまり 樹林，草地，人家の庭 
ニホンアカガエル Rana japonica  水田，土水路 樹林 
ヤマアカガエル  R. ornativentris  水田，土水路，水たまり 樹林 
トノサマガエル  R. nigromaculata  水田 水田，土水路 
トウキョウダルマガエル R. porosa porosa  水田 水田，土水路 
ナゴヤダルマガエル R. p. brevipoda  水田 水田，土水路 
ツチガエル R. rugosa  水田，小川，渓流 土水路 
ヌマガエル R. limnocharis  水田 水田，草地 
モリアオガエル Rhacophorus arboreus  ため池, 水田 樹林 
シュレーゲルアオガエル Rh. schlegelii  水田，土水路 樹林 
長谷川（2003），林（2007）をもとに作成。 
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や草地に生息する（Osawa and Katsuno，2001）。2 種の選定



































































































いて，幅 30cm の U 字溝に転落したカエル類を計数し，シ






























設置するもの（部分タイプ，Fig. 4 の b）がある。脱出工で
は，対象区間のコンクリート壁面を傾斜させ，その斜壁面










な着脱式の脱出工（Fig. 4 の e）も必要である。この例とし
てマツ材および麻紐を用いた脱出スロープ（森，2001）や，
集水桝へのネットの設置（高橋，2006），「亀かえるスロー

















a 全面タイプ（数十 m の区間にフタを設置） 
 
b 部分タイプ（数 m の区間にフタを設置） 
  
脱出工  c 全面タイプ（数十 m の区間を緩傾斜化） 
 
 
d 部分タイプ（数十 cm～数 m の    e 着脱式 
区間にスロープを設置） 
   
Fig. 4 移動障害を解消するための対策の種類 
Types of migration countermeasures  
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Table 2 移動障害を解消するための対策の事例 
Examples of migration countermeasures 
 タイプ 概要 施工場所 出典等 
転落防
止工 
全面 コンクリート製のフタ 栃木県 水谷ら（2005）， 
栃木県農地整備課 HP 
  間伐材によるフタ 栃木県 林・高橋（2007） 
  梨の防雹ネットによるフタ 栃木県 林・高橋（2007） 
 部分 コンクリート製のフタ 栃木県 筆者ら現地踏査 
  コンクリート製のフタ 千葉県 牧ら（2006） 
  ネットによるフタ 千葉県 緑資源機構（2006） 
脱出工 全面 製品名「ハイ！アガール」。数 mm 幅の溝をつけた 5 分勾配の斜面 青森県 吹田（2011） 
  製品名「NS 水路」。うろこ状の凹凸をつけた斜面 栃木県 筆者ら現地踏査 
  壁面を傾斜させ，多孔質のコンクリートを貼り付け 千葉県 緑資源機構（2006） 
  葦簀を貼り付けたコンクリートフリューム 埼玉県 富岡ら（2007） 
  階段状の凹凸をつけた 5 分勾配の斜面 大分県 加島・渡邊（2006） 
 部分 名称「小動物脱出水路工」。片側に脱出用スロープを設置 青森県 青森県農村整備課（2011） 
  名称「木製集水桝」。集水桝を丸太で護岸 青森県 青森県農村整備課（2011） 
  片側を拡幅し，スロープを設置 秋田県 筆者ら現地踏査 
  片側を拡幅し，スロープを設置 岩手県 緑資源機構（2006） 
  片側を拡幅し，スロープを設置 岩手県 筆者ら現地踏査 
  片側を拡幅し，スロープを設置 福島県 高橋（2006） 
  名称「ミニワンド」。両側を拡幅し，四隅にフトンカゴを設置 栃木県 栃木県農務部（2004） 
  両側を拡幅し，スロープを設置 千葉県 坂本・岡（2006） 
  片側を拡幅し，スロープを設置 埼玉県 関東農政局農村環境部事業計画課
（2002） 
  片側を拡幅し，スロープを設置 新潟県 筆者ら現地踏査 
  片側を拡幅し，スロープを設置 岐阜県 緑資源機構（2007） 
  名称「縦型スロープ」。両側を拡幅し，スロープを設置 福井県 前野・上野（2009） 
福井県農業試験場（2009） 
  片側を拡幅し，スロープを設置 京都府 緑資源機構（2006） 
  製品名「ハイダセール」。片側を拡幅し，スロープを設置 岡山県 ランデス株式会社 HP 
  集水桝にスロープを設置 岡山県 横山ら（2011） 
  片側を拡幅し，スロープを設置 高知県 高知県（2007） 
  両側を拡幅し，フトンカゴで護岸 徳島県 徳島県 HP 
  集水桝を空石で護岸 徳島県 徳島県 HP 
  片側を拡幅し，スロープを設置 鹿児島県 鹿児島県薩摩川内市（2008） 
 部分 名称「亀かえるスロープ」 滋賀県 本多（2011） 



































































































実験装置の概要を Fig. 6 に示す。ここでは，現場で末端・
小水路として採用されているコンクリート水路の諸元を参
考にしつつ，実験条件の設定や行動観察の容易さ等を考慮
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1) 実験① スロープの傾斜角と水路脱出率との関係 
スロープの傾斜角と個体の水路脱出率との関係を検討す








した（Table 3 の Case1-1～1-15）。 
なお，傾斜角 30°の Case1-6 および Case1-11 を代表させ
て表面流速分布を画像解析（ライブラリー社 Flow-PTV を
使用）した。プラスチック製の浮き 100 個による流速分布
は Fig. 7 のように推定され，表面の水流は拡幅部でわずか
にスロープに向かう傾向および逆流する傾向がみられた。 
2) 実験② 傾斜角 30°のスロープにおける水深，流速と
水路脱出率との関係  
水深および流速と個体の水路脱出率との関係を検討する




に実験①の 20cm/s，50cm/s および更に遅い 5cm/s の 3 段階
を設定した。これらの水深および流速を組み合わせた水理
条件となるように流量および水深を調節した。ただし，ポ







各 Case の条件（Table 3）を設定した後，飼育水槽から無
作為に選んだ 45 個体を水路の転落地点 A（スロープ区間中
央）または B（区間上流 1m）に同時に転落させた（Fig. 6）。
転落地点は Case1-1～1-5 および Case2-1（流量 0L/s）では
地点Aとし，Case1-6～1-15およびCase2-2～2-6（0.2～2L/s）




Fig. 5 供試個体の体長分布 
Body length distribution of test individuals 
 
Fig. 6 実験装置の概要 
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2-14) 03） 03） 0 
30 
A 
2-2 0.2 2 5 
B 
2-3 0.8 2 20 
2-45) 2 2 50 
2-5 0.5 5 5 
2-66) 2 5 20 
1）平均流速は流量，水深，水路幅 20cm から算出したもの。 









実験は 2007 年 8～10 月に原則として 1 日 1Case を 1～2
(5) VTRによる個体の行動解析 

























れぞれ 3 個体を代表させて，その軌跡を Fig. 8 に示した。
個体の軌跡は一様ではなく，スロープに到達しても登攀せ
ずに静止する個体（Fig. 8 Case1-6 の個体①）や再び泳ぎ出
す個体（Case1-6 の個体③）も中にはみられた。 




スロープ到達率と水路脱出率を Fig. 9 にまとめて示す。水
路から脱出した個体には多様な体長の個体が含まれていた。
これを示すため，体長区分（便宜的に 30mm 未満を小型，
30mm 以上 40mm 未満を中型，40mm 以上を大型とした）
ごとに網掛を変えて表わしている。 
Case1-1～1-5 では傾斜角 30～60°のスロープ到達率は 49
（Case1-3）～60%（Case1-1），水路脱出率は 42（Case1-3）
～58%（Case1-2）であった（Fig. 9 の a）。傾斜角 45～90°





Fig. 7 表面流速分布の例 




















Fig. 8 転落した個体の軌跡の例 
















準偏差），水温は 23.1±1.7℃であった。どの Case も個体の
重複使用を避けられないため，各 Case の繰り返し数は 1 回
にとどめた。 






実験は 2007 年 8～10 月に原則として 1 日 1Case を 1～2
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Fig. 7 表面流速分布の例 




















Fig. 8 転落した個体の軌跡の例 
















準偏差），水温は 23.1±1.7℃であった。どの Case も個体の




スロープの傾斜角に着目すると，Case1-6～1-10 のうち， スロープ到達率は傾斜角 30°で 92%（Case1-6）になったが，
傾斜角 90°（スロープなし）では 4%（Case1-10）まで低下
した（Fig. 9の b）。水路脱出率は傾斜角 30°で 62%（Case1-6）
であったが，傾斜角75°以上（Case1-9，1-10）になると急
激に 0％になった。この傾向は Case1-11～1-15 でも同様で




水深 2cm（流速 50cm/s）の時 2（Case1-10）～91%（Case1-6， 







傾斜角 30～60°（Case 1-6～1-8 および 1-11～1-13）では，
小型・中型・大型のいずれの体長区分の個体も脱出した。






ぼ等しかった（Fig. 9 の b，c）。しかし，傾斜角 45°ではス
ロープに到達後，上陸する過程で足を滑らせる大型個体が
8 個体みられた。 




Fig. 10 に示す。Case2-1 ではスロープ到達率は 60%，水路
脱出率は 53%であった。   
2) Case2-2～2-6（通水条件下） 
Case 2-2（水深 2cm・流速 5cm/s）のスロープ到達率は 4%，
水路脱出率は 2%であった。Case2-3～2-6（水深 5cm 以上も
しくは流速 20cm/s 以上）のスロープ到達率は 78（Case2-5）
～91%（Case2-4），水路脱出率は33（Case2-3）～58%（Case2-4）
であった（Fig. 10）。Case 2-2 でのスロープ到達率および水
路脱出率は Case2-3～2-6 での値と比較して著しく低かった
（χ2検定，Tukey 検定，p<0.01）。なお，大型 4 個体（Case2-2





Fig. 9 ｛流量 0L/s・水深 0cm｝，｛流量 2L/s・水深 2cm｝および｛流
量 2L/s・水深 5cm｝の Case におけるスロープ到達率と水路
脱出率 
Proportion of individuals reaching sloped walls and escaping 
from channel after falling into the channel with {flow rate of 
0 L/s and depth of 0 cm}, {flow rate of 2 L/s and depth of 2 




Proportion of individuals reaching sloped walls and escaping 
from the channel after dropping into the channel with a 
combination of depths of {0, 2 and 5 cm} and average flow 























































































































































































められず，平均 1.2～3.2s であった。なお，流速 5cm/s 時で








































































































められず，平均 1.2～3.2s であった。なお，流速 5cm/s 時で
































果，水深 2cm・流速 5cm/s での水路脱出率は 2%と低く，




































トウキョウダルマガエルは，2008 年 9～10 月に茨城県つ
くばみらい市の平地に広がる水田において，手網により捕
獲した 40 個体を実験に用いた。捕獲後の個体は 400L 水槽









延べ 159 個体），ニホンアカガエルは 41±8mm（延べ 158
個体）であった。 
(2) 実験施設 
実験施設の概要を Fig. 12 に示す。ここでは実験条件の設
定や行動観察の容易さ等を考慮して，所内の屋外実験水路
を用いた。水路は U 字溝（JIS A 5372 ベンチフリューム 2








に着脱可能な脱出工として脱出工 A～C を試作した（Fig. 
13）。脱出工 A は，個体が水路壁沿いを流下しやすいとい
う 3.1 節の結果を参考に，1m の区間にわたってネット（ポ
リエチレン製，4mm 目合，青色）を垂らしたものである（Fig. 
13 の a）。ネットは鉄製の杭により 3 箇所で水路の土羽に固
定した。ネットの裏側を個体が登攀した場合を考慮して，
土羽へと抜け出せるように，個体がくぐれる隙間を設けた。 
脱出工 B は，U 字溝に橋（幅 4cm）を架け，両脇に木製
スロープ（幅 4cm）を設置したものである（Fig. 13 の b）。
 
Fig. 11 供試個体の体長分布 
Distribution of body length of test individuals  
 
Fig. 12 実験水路の概要図 















































脱出工 A～C の 4 水準とした。脱出工の設置数は，1 箇所








































Fig. 13 試作した脱出工 
Prototypes of escape countermeasures 







Table 4 実験条件一覧 
Experimental conditions 







1 トウ なし 0 なし 1 
2 トウ なし 0 あり 14 
3 トウ A 1 なし 3 
4 トウ A 2 あり 10 
5 トウ B 1 あり 8 
6 トウ B 2 なし 6 
7 トウ C 1 あり 11 
8 トウ C 2 なし 15 
9 ニホ なし 0 あり 2 
10 ニホ なし 0 なし 9 
11 ニホ A 1 あり 4 
12 ニホ A 2 なし 5 
13 ニホ B 1 なし 7 
14 ニホ B 2 あり 16 
15 ニホ C 1 なし 13 







































向に約 2m間隔で測線をとって，水路幅を 4 等分する 3 点で
水深を測定した結果，水深は 16±5cm（平均±標準偏差）
であった。同じ測定点において，水面下 1cmで流速を測定
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実験は 2008 年 10 月 3～22 日の日中（10～17 時）に行な
った。原則的に，それぞれの対象種について 1 日 1Case と
して，1～2 日間隔で実験を行なった。実験時の気温は





















解析には統計解析ソフトウェア R version 2.9.0（ R 
Development Core Team，2009）を用いた。 
















工を利用した（Table 5）。その割合は全体で 26%（317 個体
のうち 81 個体，体長 29～54mm）であった。脱出工を利用
せずに脱出した個体は 1%（通水のない Case10，12，15。












Table 5 各 Case における観測値 














































1 トウ なし 0 なし 193） - - - 19 19 - - - 0 0 0 - 
2 トウ なし 0 あり 20 - - - 20 20 - - - 0 0 0 - 
3 トウ A 1 なし 20 0 - 0 19 19 1 - 1 0 1 5 5 
4 トウ A 2 あり 20 0 4 4 14 18 0 2 2 0 2 10 30 
5 トウ B 1 あり 20 0 - 0 19 19 1 - 1 0 1 5 5 
6 トウ B 2 なし 20 0 0 0 19 19 0 1 1 0 1 5 5 
7 トウ C 1 あり 20 0 - 0 7 7 13 - 13 0 13 65 65 
8 トウ C 2 なし 20 0 0 0 8 8 11 1 12 0 12 60 60 
9 ニホ なし 0 あり 20 - - - 20 20 - - - 0 0 0 - 
10 ニホ なし 0 なし 193） - - - 17 17 - - - 2 2 11 - 
11 ニホ A 1 あり 20 2 - 2 15 17 3 - 3 0 3 15 25 
12 ニホ A 2 なし 20 1 0 1 9 10 5 4 9 1 10 50 50 
13 ニホ B 1 なし 20 0 - 0 17 17 3 - 3 0 3 15 15 
14 ニホ B 2 あり 193） 0 5 5 0 5 3 11 14 0 14 74 100 
15 ニホ C 1 なし 20 0 - 0 15 15 4 - 4 1 5 25 20 
16 ニホ C 2 あり 20 0 2 2 0 2 12 6 18 0 18 90 100 
計     317 3 11 14 218 232 56 25 81 4 85 27 30 
1）トウ：トウキョウダルマガエル，ニホ：ニホンアカガエル。2）供試個体数に占める脱出工から脱出した個体数および実験終了時に脱


























C（58%），脱出工 B（44%），脱出工 A （33%），脱出工な







1 箇所設置する場合（25%）と 2 箇所設置する場合（25%）
で変わらなかった（p>0.05）。ニホンアカガエルの水路脱出























    棒は 8Case の平均，エラーバーは標準偏差を表す 
Fig. 14 体長区分別の水路脱出率 
Differences of proportion escaping between large and small frogs 
 
Table 6 逆正弦変換した水路脱出率に対する分散分析 
Allocation on table of orthogonal array  
 Df Sum Sq Mean Sq F value p 
A：対象種 1 736 736 13 <0.05 * 
B：脱出工の種類 3 4,407 1,469 26 <0.01 ** 
C：設置数 1 879 879 15 <0.01 ** 
A・B の交互作用 3 474 158  3 n.s. 
A・C の交互作用 1 793 793 14 <0.01 ** 
残差 1） 6 298 50   
   合  計 15 7,587 506   








































Fig. 15 脱出工の種類別の水路脱出率 




Fig. 16 脱出工の設置数別の水路脱出率 
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Fig. 15 脱出工の種類別の水路脱出率 




Fig. 16 脱出工の設置数別の水路脱出率 








































































































































と 2 箇所設置時で変わらなかった。しかし，脱出工を 2 箇
所設置した Case のうち Case4 および Case6 では，脱出した























































































































の 5 割であった。 
上記の結果によれば，水路への 1 回の転落に対して，水




Fig. 17 実験装置の概要 
Diagram of experiment device 
 
 
Fig. 18 4 時間の実験における個体の移動軌跡の例 
Example of individual trajectories for 4 hours 
 
Table 7 実験水路で観察された個体の行動の例 



















































































































の 5 割であった。 
上記の結果によれば，水路への 1 回の転落に対して，水




Fig. 17 実験装置の概要 
Diagram of experiment device 
 
 
Fig. 18 4 時間の実験における個体の移動軌跡の例 
Example of individual trajectories for 4 hours 
 
Table 7 実験水路で観察された個体の行動の例 







































































































































Fig. 19 水路脱出率と横断成功率の関係 
Relationship between proportion escaping and proportion succeeding 
 
Table 8 脱出工による横断成功率の推定値 







3.1 節  トウキョウ 30°のスロープ  40% 29～40%  
 ダルマ 45°のスロープ  36% 27～36%  
 ガエル 60°のスロープ  18% 15～18%  
3.2 節  トウキョウ 着脱式脱出工 A  8% 4  %  
 ダルマ 着脱式脱出工 B  5% 3  %  
 ガエル 着脱式脱出工 C  63% 31～45%  
 ニホンアカ 着脱式脱出工 A  33% 16～19%  
 ガエル 着脱式脱出工 B  44% 22～28%  














































































Fig. 20 個体群動態モデルに組み込みうる因子 
Variables related to population dynamics models 
 
Fig. 21 移動を考慮した個体群動態モデルのイメージ図 



































































































Fig. 20 個体群動態モデルに組み込みうる因子 
Variables related to population dynamics models 
 
Fig. 21 移動を考慮した個体群動態モデルのイメージ図 



















































et al.，1999）とし，時間単位は 1 年間とした。  
Marunouchi et al.（2002）によると，本種は齢階級 1～4









Nt,3+ = St,2 × (Nt-1,2 + Nt-1,3+) (1) 
Nt,2  = St,1 × Nt-1,1 (2) 
Nt,mothor = Nt-1,1* + Nt-1,2 + Nt-1,3+  
 = At×Nt-1,1 + Nt-1,2 + Nt-1,3+ (3) 
Nt,1  = Ft×Nt,mothor (4) 
 
ただし，St,1，St,2：それぞれ t-1 年終了時に齢階級 1，2 の個
体の， t 年終了までの生存率，Nt,1*：Nt,1のうち齢階級 1 か
ら繁殖に参加する個体数，At：齢階級 1 の個体のうち繁殖
に参加する個体の割合，Ft：繁殖率（t 年の繁殖で 1 卵塊か
ら孵化し，t 年終了時まで生残する平均的な子（娘）の個体
数）である。繁殖は t 年の初めに行われ，前年（t-1 年）の
終了時に生残している齢階級 1 の At×100%の個体並びに齢
階級 2および 3+のすべての個体が繁殖に参加すると仮定し
た（Fig. 22，式(3)）。なお，前述のように本種の親個体は 1
年に 1 卵塊を産卵することから，卵塊数 Nt,eggmass は Nt,mothor
と等しいものとした。 
(2) パラメータ値の設定 




















区別して集計しているため，齢階級 2 の個体数から Atを推
定することとした。Atは，式(3)から Nt-1,1*/Nt-1,1であるが，
Nt,2 およびそのうち齢階級 1 で繁殖に参加した個体数 Nt,2*
を用いて Nt,2*/Nt,2で与えた。また，齢階級 1 の総個体数 Nt,1






には Microsoft Excel 2007 の VBA を用いた。 











 （0≦x≦1）   (5) 
  f(x)= {xα-1β-αexp(-x/β)} ∫ rα-1 exp�-r� dr
∞
0





Fig. 22 基本モデルのイメージ図 
Scheme of ‘basic model’ 
 
Table 9 パラメータの一覧 
List of parameters 
age 齢階級（age=1,2,3+） 
t 年 
At 齢階級 1 の個体のうち繁殖に参加する個体の割
合。 
Ft 繁殖率：t 年の繁殖で 1 卵塊から孵化し，t 年終了
時まで生残する平均的な子（娘）の個体数。 
Ft = Nt,1 / (Nt-1,1* + Nt-1,2 + Nt-1,3+) 
N0 シミュレーション開始時（t=0）の齢階級別個体数
の和。N0=N0,1+N0,2+N0,3+ 
Nt,age t 年における齢階級 age の個体数。 
Nt,age* Nt,ageのうち齢階級 1 から繁殖に参加する個体数。 
Nt,eggmass t 年における卵塊数。Nt,eggmass = Nt,mothor 
Nt,mothor t 年における親個体数。Nt,mother =Nt-1,1* +Nt-1,2 +Nt-1,3+ 
St,1 齢階級 1 の個体の，t-1 年から t 年にかけての生存
率。St,1= Nt,2 / Nt-1,1 
St,2 齢階級 2 の個体の，t-1 年から t 年にかけての生存









































































えた。なお，平均 μ，標準偏差 σ とすると，ベータ分布の α，
βはそれぞれ μ{μ(1-μ)/σ2-1}，(1-μ){μ(1-μ)/σ2-1}，ガンマ分布












の齢階級 1 の個体数 Nt,1を推定した（Table 10）。ある t 年
に親 1 個体から産まれ（1 卵塊から孵化し），その年の終了
時まで生残する平均的な子（娘）の個体数（繁殖率 Ft）は
平均 1.41（0.27～2.52）であり，値のバラツキが大きかった。
t 年に産まれ，翌 t+1 年の繁殖に参加する個体の割合（At+1）
は，平均 0.47（0.40～0.52）であった。t-1 年終了時に齢階
級 1 の個体のうち，t 年終了時までの生存する（齢階級2
になる）個体の割合（生存率 St,1）は平均 0.41（0.24～0.58）






確率分布を Fig. 23 に示した。 
Table 10 から，1995～1998 年における齢階級1の個体数
の推定値の和，並びに齢階級 2 および 3+の個体数の和から
計算すると，Nt,1：Nt,2：Nt,3+は 504：143：43（=0.7：0.2：
0.1）であった。また，総個体数に占める成熟個体数の割合
（Table 10 の成熟個体率）は 50～79%であった。 
(2) 個体群動態シミュレーション 
基本モデルによる齢階級別個体数のシミュレーション結
果を Fig. 24 に示す。計算結果は試行ごとに異なり（Fig. 24





Table 10 齢階級別・初産齢別のメス個体数およびパラメータの推定値 
Observation of population fluctuation and estimate value of parameters  
 個体数
1）     推定値 














   
個体率
3） 
t Nt,1 Nt,1* Nt,2 Nt,2* Nt,3+ Nt,3+* Nt+1,mothor  At Nt,1 Ft St,1 St,2 (%) 
1995 ―2） 57 20 17 9 9 86   
143 
   
50 
1996 ― 62 68 27 12 9 142  0.40 124 1.44 0.47 0.41 70 
1997 ― 17 46 23 16 8 79  0.50 38 0.27 0.37 0.20 79 
1998 ― 104 9 4 6 2 119  0.44 199 2.52 0.24 0.10 56 
1999 ― 95 115 60 0 0 210  0.52   
0.58 0.00  
1995～ 
98年の和 
― 240 143 71 43 28 426  504  
平均 ― 60 36 18 10 7 1  0.47  
1.41 0.41 0.18 64 
標準偏差 ― 31 23 9 3 3 1  0.05  
0.92 0.13 0.15 11 
               
    










    確率密度関数の特性値 α  48.4  
2.4 5.9 0.9  
    β  55.6 
 
0.6 8.3 4.3  
1） Marunouchi et al.(2002)をもとに集計した。2） 成熟個体のみを対象とした調査のため，総数を把握できていない。3）総個体数に占める成
熟個体の割合（(Nt,1*+Nt,2+Nt,3+)/( Nt,1+Nt,2+Nt,3+)）。 
 
Fig. 23 各パラメータの確率分布 
Probability distributions of parameters 
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差の絶対値は 0～6 であり，それらを 1996～1999 年につい
て合計した値を誤差とすると，その値はわずか 6%（同期


























長田（1978）の水田 A では 1.0±0.5（n=18），水田 D では
1.0±0.3（n=5），富岡（2000）では 1.0±0.5（n=12），環境
省のモニタリングサイト 1000 里地調査（環境省自然環境局



















Fig. 24 基本モデルによる齢階級別個体数のシミュレーション 
結果 













































































































































































































Kの値は一定と仮定し，親個体数 Nt,mother（Table 10 では
最大 210）より大きな値となると推察されるため，暫定的
に 250，500，1,000，2,000 とした。 
繁殖率 Ft について，式(7)を変形して得られる式(8)に
Table 10 の Nt,motherおよび齢階級 1 の個体数 Nt,1を代入する
ことで，それぞれの Kの値に対する Ftの値を計算した。 
Ft= �Nt,1 Nt,mothor⁄




および St,2に Table 10 の平均の値を与え，繁殖率 Ftには，K





















密度依存モデルの繁殖率 Ft の推定結果を Table 11 に示
す。K と Fmean の値から，齢階級 1 の個体数 Nt,1 の最大値
（ =  Fmean･K e･logeFmean� ）とその時の親個体数 Nt,mothor
（=K logeFmean⁄ ）を計算した。この時，Nt,mothor と Ft および
Nt,1の関係を Fig. 26 に示す。Fig. 26 には，密度依存性を組




































































Kの値は一定と仮定し，親個体数 Nt,mother（Table 10 では
最大 210）より大きな値となると推察されるため，暫定的
に 250，500，1,000，2,000 とした。 
繁殖率 Ft について，式(7)を変形して得られる式(8)に
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および St,2に Table 10 の平均の値を与え，繁殖率 Ftには，K





















密度依存モデルの繁殖率 Ft の推定結果を Table 11 に示
す。K と Fmean の値から，齢階級 1 の個体数 Nt,1 の最大値
（ =  Fmean･K e･logeFmean� ）とその時の親個体数 Nt,mothor
（=K logeFmean⁄ ）を計算した。この時，Nt,mothor と Ft および











Nt,mothorの動態を Fig. 27 に示した。K=250 では，親個体数は
漸減する傾向があり，計算を更に続けると約 60年後に親個
体数は 0 となった。K=500～2,000 では，親個体数は 20～30
年後に概ね収束した。その時の親個体数 Nt,mothor 
（=K[1+logFt{At+St,1/(1-St,2)}]）は，K=500 では 460，K=1,000
では 916，K=2,000 では 1,828 であり，K の約 9 割であった。 
確率論的なシミュレーションにより得られた親個体数の




個体数の分布の 95パーセンタイルが K と同程度であった。 
4.3.3 考察 
(1) 環境収容力の特性 












Table 11 密度依存モデルの繁殖率 Ftの推定値 
Estimated Ft for ‘density-dependent model’ 
t Nt,mothor Nt,1 繁殖率 K=250 K=500 K=1,000 K=2,000 
1995 86 124 F1995 0.79 1.56 1.49  1.47 
1996 142 38    F1996 1.77 0.16 0.22 0.24 
1997 79 199   F1997 0.53 3.00 2.73 2.62 
   平均 Fmean 1.03 1.57 1.48 1.44 
   標準偏差 Fsd 0.53 1.16 1.03 0.97 













び齢階級 1 の個体数（右）の関係 







































Fig. 27 密度依存モデルの決定論的なシミュレーション結果 
Population fluctuations deterministically simulated by 
‘density- dependent model’ 
 
 
Fig. 28 密度依存モデルの確率論的なシミュレーション結果 



















































































齢階級 1 の個体数の増加が制限されており，K は環境収容
力パラメータとして機能している。一方，いずれの Kに対
しても，親個体数が概ね 100 未満では，同じ親個体数に対





では，増加が落ち着いた時の親個体数は Kの約 9 割の値で
あった（Fig. 27）。また，Kが 500～2,000 の確率論的なシミ
ュレーションでも，増減が概ね落ち着いた時の親個体数に
ついて，その 95 パーセンタイルが Kと同程度であった（Fig. 







同数）は 6～804 の範囲にあった。4.2 節での推定結果によ
れば，総個体数に占める親個体数の割合は 50～79%であっ
たことから（Table 10），卵塊数から総個体数を逆算し，
7~1,608 と推定した（Table 12）。また，著者が 2010 年に実
施した茨城県桜川流域での卵塊調査（整備地区・未整備地




合計は 1～78 であり，総個体数は 1～176 と推定された。こ
れらの調査結果から，水田域の規模や環境にもよるが，親

































Table 12 定点での卵塊調査の結果 
Fluctuations of egg-mass numbers observed in paddy fields 
調査地点 調査年 調査回数 1) 卵塊数 Nt,eggmass 総個体数 2) 調査区間長 3)，面積 4) 備考 
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1)括弧内は，うち卵塊が見つからなかった調査回数。2）Table 10 の成熟個体率をもとに，［卵塊数/ 0.50～0.79］で推定。
3)卵塊調査を行なった水田畦畔の総延長。4)卵塊調査を行なった水田の合計面積。 
 











齢階級 1 の個体数の増加が制限されており，K は環境収容
力パラメータとして機能している。一方，いずれの Kに対
しても，親個体数が概ね 100 未満では，同じ親個体数に対





では，増加が落ち着いた時の親個体数は Kの約 9 割の値で
あった（Fig. 27）。また，Kが 500～2,000 の確率論的なシミ
ュレーションでも，増減が概ね落ち着いた時の親個体数に
ついて，その 95 パーセンタイルが Kと同程度であった（Fig. 
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2011 6(2) 6 7～12 5.2km，7.2ha 











































































1-Nt,mother/K ×{M×C2+(1-M)}×Nt,mothor  (12) 
(2) パラメータ値の設定 



















体数は 100，1,000 個体の 2 段階とした。4.2 節での結果か
ら Nt,1：Nt,2：Nt,3+は 0.7：0.2：0.1 とし，N0（=N0,1+N0,2+N0,3+）
が 100 もしくは 1,000 になるように N0,1，N0,2および N0,3+を
計算した。 
横断成功率 C は，0，5，…，100% の 21段階とした。樹
林移動率 M は，森ら（2008）を参考に，80，90，100%の 3
段階とした。 
横断モデル（密度依存型）の環境収容力 K について，4.3
節で K=250 の時には親個体数が減少し，K=500～2,000 で比
較的に安定していたことから，環境収容力は C=100%であ
れば安定した個体群とみなせる 500，1,000，2,000 とした。 
パラメータ At，Ft，St,1 および St,2 への乱数の与え方は，










Fig. 29 水田―コンクリート水路―樹林の配置の例 
Layout of paddy field, concrete ditch and forest 
 
 
Fig. 30 横断モデルのイメージ図 
Scheme of ‘crossing model’ 














































 4.4.2 結果 
(1) 横断成功率と個体群動態との関係 
横断モデル（基本型）の個体群動態シミュレーションか




総個体数は単純減少した。6 年以内に総個体数が 0 となり，
個体群が消滅した（Fig. 31 の a～c）。C=60%および C=80%
では，総個体数が増加した年もみられたが，それぞれ 12 年，
38 年以内に個体群が消滅した（Fig. 31 の d～e）。すなわち，
C=0～80%では，40 年以内に，1,000 回のすべての試行で個
体群が消滅した。C=100%では，総個体数は，年によって増
減しながら，わずかに増加する傾向があった（Fig. 31 の f）。  
横断モデル（密度依存型）の個体群動態シミュレーショ
ンから得られた，40 年間の総個体数の推移を Fig. 32 に示
す。ただし，N0=1,000，環境収容力 K=500，樹林移動率
M=90%，横断成功率 C=0，20，…，100%の時の結果を代表
させた。C=0～80%（Fig. 32 の a～e）での総個体数の推移
傾向は，横断モデル（基本型）での結果（Fig. 31 の a～e）
と同様であり，40 年以内に 1,000 回のすべての試行で個体







ら得られた，横断成功率 C と 40 年後の個体群存続率との









と 40年後の個体群存続率との関係を Fig. 34に並べて示す。
ただし，樹林移動率 M に 90%を与えた時の結果を代表させ
た。横断モデル（密度依存型）では，横断モデル（基本型）






っても，個体群存続率は 75（初期個体数 N0=100 ）～81%
4.4.3 考察 
(1) 移動障害による個体群への影響 
Fig. 33 および Fig. 34 から，横断成功率 C が個体群存続
 
Fig. 31 横断モデル（基本型）で計算した総個体数の推移（初
期個体数 1,000，樹林移動率 M=90%） 
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個体数 N0=1,000，環境収容力 K=1,000～2,000 の時，前述の
ように比較的大きな個体群だとみなせるが，横断成功率 C
が 90%未満での個体群存続率は 50%未満であった（Fig. 
34）。このことから，コンクリート水路による移動障害は，
個体群の存続に致命的な要因と考えられる。 





































































Fig. 33 横断モデル（基本型）で計算した個体群存続率 





Population viability simulated by ‘basic migrating model’ and 
‘density-dependent migrating model’ 












































































個体数が 0 より大きい（個体群が存続している）率は 90%






















































カガエルの横断成功率 Cを Table 13 に示す。本研究での結





























路（30cm 幅）の土羽に放した後 10 分間の本種の行動につ
 
Table 13 脱出工によるニホンアカガエルの横断成功率の 
推定値 
Estimated proportion succeeding of the Japanese Brown 







着脱式脱出工 A 44% 22～28% 3.2 節 
着脱式脱出工 B 33% 16～19%  
着脱式脱出工 C 58% 29～40%  
部分タイプのスロープ脱出工 43% 21～27% 高橋 
部分タイプのネット脱出工 53% 26～36% （2006） 
45°斜面での登攀実験 37% 18～22% 池田ら 
63°斜面での登攀実験  4% 2 % （2009） 
1）3.3 節の方法による推定値。 
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では 90%以上と設定したとする。Fig. 34 の b から，初期個






















































水田域内の移動モデルのイメージ図を Fig. 35 に示す。個
体のコンクリート水路への転落頻度に関する知見はないが，





















では，いくつかの D，E および N の値に対する f(D,E,N)の値を
Fig. 36 に示すに留めておく。移動障害の影響度 f(D,E,N)は，











Ⅴ 結 言 
 












































Fig. 35 水田域内の移動モデルのイメージ図 














Nt,3+ =St,2×f(D, E, Nt-1,2+Nt-1,3+) ×(Nt-1,2+Nt-1,3+)
Nt,2 =St,1×f (D, E, Nt-1,1) ×Nt-1,1























Fig. 36 水田域内の移動モデルにおける移動障害の影響 
Infruence of drop frequency, escaping proportion and 













































Ⅴ 結 言 
 












































Fig. 35 水田域内の移動モデルのイメージ図 
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Fig. 36 水田域内の移動モデルにおける移動障害の影響 
Infruence of drop frequency, escaping proportion and 



















































































































初期個体数 1,000，環境収容力 K500 とし，計算方法および













Fig. 37 繁殖率 Ftが増加した場合の個体群存続率 

























































































Fig. 38 生態系保全の取り組みの多面的な効果 




















































































































Fig. 38 生態系保全の取り組みの多面的な効果 




































































































































































































Table 14 既往の知見による脱出工の性能評価方法 
Materials and methods to evaluate effectiveness of escape countermeasures  
 































































































































































Table 14 既往の知見による脱出工の性能評価方法 
Materials and methods to evaluate effectiveness of escape countermeasures  
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 Recently, eco-friendly facilities have been installed in agricultural channels to improve rural ecosystems. 
However, it is not always possible to construct channels using natural materials, and, as a consequence, channels are 
frequently constructed from concrete. Such concrete channels may have adverse ecosystem effects; for example, 
those that are constructed across the migration routes of frogs would disconnect the links between frog habitats. This 
report evaluates the migration countermeasures that enable frogs to cross channels, focusing in particular on the 
Tokyo Daruma Pond Frog, Rana porosa porosa, and the Japanese Brown Frog, Rana japonica. The report comprises 
five chapters, with Chapter 1 providing an introduction. 
Chapter 2 reviews the migration countermeasures currently implemented in rural areas and the problems associated 
with these countermeasures. Pond frogs tend to move from one paddy field to another, whereas brown frogs migrate 
between paddy fields and the neighboring forests. Both types of frog often fall into the concrete channels that bisect 
their migration routes and are unable to escape. Hence, migration countermeasures, such as the construction of sloped 
walls that enable frogs to escape from these channels (hereinafter, “escape countermeasure”), and the installation of 
lid structures that allows frogs to cross channels, have been implemented. However, although various types of sloped 
wall have been installed, the effectiveness of these walls has not been evaluated.  
Chapter 3 describes three experiments that were performed to evaluate the capacity of the sloped walls to enable 
frog escape. Firstly, the escape effect of partially sloped walls was evaluated based on the proportion of pond frogs 
that escaped from an experimental channel via a sloped wall (hereinafter, “proportion escaping”). The experiment 
suggested that walls with slopes of 30 degrees would enable frogs to escape most easily from channels, and that a 
water depth of 5 cm, and a flow velocity of 20 cm/s or more, would assist frogs in reaching the sloped walls. 
Secondly, three prototype countermeasures that can be easily implemented in concrete channels were developed. The 
effectiveness of each countermeasure for the pond and brown frogs was evaluated, and more effective types of 
structure as escape countermeasures are discussed. Thirdly, the author proposes a relational expression to estimate the 
proportion of frogs that succeed in crossing a concrete channel (hereinafter, “proportion succeeding”) based on the 
proportion escaping, and evaluated the proportion succeeding of the prototype and existing countermeasures.  
Chapter 4 describes the population dynamics models used to assess brown frog population viability and to evaluate 
the population conservation effect of the migration countermeasures based on simulations. Three population 
dynamics models were developed: (1) a “basic model” based on an age-structured model; (2) a “density-dependent 
model” with the parameter of carrying capacity; and (3) a “crossing model” with the parameters of migration and the 
proportion succeeding. The simulation results for the crossing model suggest a concrete channel running across a frog 
migration route would critically endanger the frog population. The simulation results also show that the population 
conservation effect of the escape countermeasures may be low, although that of lid structures, which completely 
cover the channel, may be high.  
Chapter 5 summarizes the results of this study. The results suggest that concrete channels would critically restrict 
frog migration and population viability, whereas lid structures would be effective countermeasures for conserving 
frog populations. The population dynamics models may be useful as prior evaluation tools for selecting the optimum 
combination of eco-friendly measures to be taken on migration pathways, as well as frog nursery sites and habitats, 
for the conservation of frog populations. Further research designed to accumulate information on the migration 
countermeasures and to improve the population dynamics models is also proposed. 
 
Key words : Agricaltural channel, Ecosystem conservation, Rural ecosystem, Amphibian, Population dynamics 
model 
 Restriction of Frog Migration by Constructing Agricultural Concrete Channels 
and Conservation of Frog Populations 
 
104 農村工学研究所報告　第 53 号　（2014）
